
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

 令和５年６月13日（火） 

令和５年度 第１回 北海道社会福祉審議会  

地域福祉支援計画専門分科会  

１．開会挨拶 
 
２．議事（北海道地域福祉支援計画の策定） 

 (1) 第２期計画の検討の進め方等 

 (2) 第１期計画について 

 (3) 第２期計画について 

  ① 国による計画策定ガイドライン 

  ② 第２期計画の策定方針（案） 
 
３．その他 

２ 第 期 

次 第 

かでる２.７（1040会議室） 

【14：00～】 



 

 

 

区分 所 属 氏 名 出席状況 

▶ 高齢・障がい・児童・その他の福祉に関する共通事項 

 １ 北星学園大学 社会福祉学部 教授 岡田 直人 オンライン 

２ 北星学園大学 副学長 中村 和彦 現地 

３ 藤女子大学 名誉教授 橋本 伸也 現地 

４ (一社)北海道医師会 副会長 藤原 秀俊 現地 

▶ 福祉人材養成・確保 

 ５ (公社)日本介護福祉士養成施設協会 北海道支部 澤田 乃基 現地 

６ (社福)北海道社会福祉協議会 副会長 髙江 智和理 － 

▶ 福祉サービスの適切利用推進･基盤整備 

 ７ (労協)ワーカーズコープ・センター事業団 北海道事業本部 本部長  平本 哲男 現地 

▶ 市町村が行う「我が事・丸ごと」への支援 

 ８ (社福)ゆうゆう 理事長 大原 裕介 － 

９ (公財)北海道民生委員児童委員連盟 会長 佐川 徹 － 

10 (社福)禎心会 介護老人福祉施設ら・せれな 施設長 村山 文彦 － 

１ 
 

北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

専門分科会委員名簿  
独・孤立対策に関する関係団体との連携強化や支援情報の発信 

（敬称略） 



 

 

 

 

 

 

 

年 月 項 目 主な議題 

令
和
５
年 

６月中旬 専門分科会【第１回】★ 検討の進め方、第２期計画の策定方針 

７月下旬 専門分科会【第２回】★ 現状と課題、基本方針（柱、施策項目等） 

９月中旬 道議会への報告 ［計画骨子］ 

10月下旬 専門分科会【第３回】★ 主な施策の展開方向 

11月下旬 道議会への報告 ［計画素案］ 

12月中旬 パブリックコメント 広く道民からの意見を募集 

令
和
６
年 

１月中旬 専門分科会【第４回】★ 計画案 

２月下旬 道議会への報告 ［計画案］ 

３月下旬 計画決定 

２ 
 

北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

２ (1) 第２期計画の検討の進め方等 

１ 検討の進め方 

 北海道社会福祉審議会地域福祉支援計画専門分科会での審議を踏まえるとと

もに、道議会の議論や道民の皆様からのご意見も参考にしながら検討を行う。 

 ２ 今年度のスケジュール 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 
 

北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

２ (2) 第１期計画について 

 道ではこれまで、「北海道保健医療福祉計画」において、地域福祉分野の取組

も一体的に掲載してきたが、平成29年度に同計画が終了するに当たり、審議会

の提言を踏まえ、個別計画として第１期の北海道地域福祉支援計画を策定した。 

１ 第１期計画の策定背景 

４ 主な施策体系 

 
地域福祉を支える 

【人づくり】 

柱 

Ⅰ 

ⅰ 地域福祉を担う人材の 
確保と資質の向上 

ⅱ 地域福祉の核となる 
  次世代の育成 
２ 
 

 
支え合いの 

【仕組み(基盤)づくり】 

柱 

Ⅱ 

ⅰ 希望や自立につなぐ 
  セーフティネットの整備 

ⅱ 福祉サービスにおける 
  基盤整備の促進 
２ 
 

ⅲ 災害時に備えた 
地域支援体制の構築 

   ⅳ 権利擁護体制の充実 
 

 
暮らしやすい 

【地域づくり】 

柱 

ⅲ 

ⅰ 地域福祉計画の 
推進支援 

ⅱ 住民主体による 
  支え合いの地域づくり 
２ 
 

ⅲ ユニバーサルデザインの 
  まちづくり 

ⅳ 他分野との連携 
 

２ 計画の概要 ３ 基本的な考え方 

 福祉の各分野の上位計画として、

平成30年度から令和５年度までの

６年間を計画期間とする。 

 「安心して心豊かに暮らすことので

きる地域共生社会の実現」をめざす姿と

して、「３つの施策の柱」のもと、実効

性ある施策を着実に推進する。 



 

 

 

 

 

 

 

№  法定５項目  主な取組例  

１  
高齢・障がい・児童その他の福祉に共通

して取り組むべき事項 

分野横断的な福祉サービスの展開、

制度の狭間にある課題への対応等 

２  
市町村の地域福祉推進を支援するための

基本的方針に関する事項 

市町村への広域的支援や福祉サービ

スに関する情報収集・提供等 

３  
社会福祉事業の従事者確保と資質向上に

関する事項 

福祉従事者に対する養成研修や知

識・技術向上のための研修等 

４  
福祉サービスの利用促進、社会福祉事業

の健全発達のための基盤整備に関する事項 

市町村における相談支援体制やサー

ビス供給体制の確立に向けた助言等 

５  
市町村における包括的な支援体制の整備

支援に関する事項 

市町村単独では解決が難しい地域生

活課題に対する支援体制の構築等 

 

 
４ 
 

北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

２ (3) 第２期計画について－① 国による計画策定ガイドライン 

 令和２年の改正社会福祉法による現行のガイドラインでは、都道府県が策定す

る地域福祉支援計画に盛り込むべき事項として、以下の５つが掲げられている。  
 これらを踏まえて策定しなければ、社会福祉法上の支援計画としては認められ

ないものとされていることから、今年度に策定する第２期計画には、確実に盛り

込んでいく必要がある。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 ５ 

 

２ (3) 第２期計画について－② 第２期計画の策定方針（案） 

 社会構造や制度の変化等を踏まえ、第１期計画の「めざす姿」や施策体系等を

基礎としつつ、第２期計画については、次の考え方を中心として策定したい。 

第２期計画の策定方針（案） 

１ 
Point 

国ガイドラインを踏まえた策定 

市町村の地域

福祉推進を支援

する基本的方針 

２ サービス利用

促進と社会福祉

事業の基盤整備 

４ 社会福祉事業

の従事者確保と

資質向上 

３ 福祉の各分野

における共通的

取組 

１ 市町村におけ

る包括的な支援

体制の整備 

５ 

３
」 

Point 

法制度の改正や社会情勢の変化を踏まえた取組の推進 

⦁ 改正社会福祉法の趣旨（地域共生社会の実現）を踏まえた取組 

⦁ 官民が連携の上、社会全体で取り組むことが求められている取組 

▶ 互いに支え合う交流の場の確保や仕組みづくり 

▶ 多様な支援ニーズに対応するための属性を問わない相談支援体制づくり 

▶ 孤独・孤立対策に関する関係団体との連携強化や支援情報の発信 など 

⦁ 全市町村での地域福祉計画策定に向けた広域的支援 

⦁ 地域における好事例の集約・情報提供や現地支援 

２ 
Point 

地域特性に応じた市町村支援の充実 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

関 連 資 料  

Ｐ８～９ 国による計画策定ガイドライン（法定５項目の詳細） 
 

Ｐ６ 地域福祉支援計画の趣旨目的 

Ｐ７ 市町村計画と都道府県計画について 

Ｐ ～  市町村計画の策定状況（令和４年度時点） 

Ｐ   共生社会の実現に向けた地域における相互扶助の仕組みづくり 

Ｐ   多様な支援ニーズに対応するための属性を問わない相談支援体制づくり 

Ｐ   孤独・孤立対策に関する関係団体との連携強化や支援情報の発信 
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北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

＊ 地域福祉支援計画の趣旨目的 

 市町村が策定する「地域福祉計画」は、住民の参加を得て地域課題を明らか

にするとともに、その解決に向けた施策の内容や量、体制等について、多様な

関係機関と協議の上、目標を設定し、計画的に整備していくもの。  
 都道府県は、高齢者・障がい者・児童その他福祉の各分野に共通的な事項を

記載する上位計画として、「地域福祉支援計画」により市町村における地域福

祉の支援に関する事項を一体的に定めることが努力義務とされている。 

１ 基本的な考え方と計画の位置付け 

２ 全国的な策定状況（令和４年度時点） 

 全国市町村による「地域福祉計画」の策定率 

 …084.8％（道内市町村は 63.1％） 

 都道府県による「地域福祉支援計画」の策定率 

 …100.0％ 
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都道府県数

割合

▶ 平成 年４月施行：地域福祉計画の充実 

…地域福祉（支援）計画の策定を努力義務化（従前は策定任意）  
▶ 令和３年４月施行：市町村における包括的な支援体制の構築 

…重層的支援体制整備事業の法定化（複雑化する支援ニーズへの対応） 

改 
正 
社 
会 
福 
祉 
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区 分 
（市町村） 

地域福祉計画 

（都道府県） 

地域福祉支援計画 

根  拠 社会福祉法第107条 社会福祉法第108条 

義務規定 努力義務 

趣  旨 

住民の参加を得て地域課題を明ら

かにするとともに、その解決に向けた

施策の内容や量、体制等について、多

様な関係機関と協議の上、目標を設定

し、計画的に整備していくもの。 

高齢者・障がい者・児童その他福祉

の各分野に共通的な事項を記載する

上位計画として、市町村における地域

福祉の支援に関する事項を一体的に

定めるもの。 

施策項目 

❶ 福祉の各分野における共通的取組 

➋ 福祉サービスの適切な利用推進 

➌ 社会福祉事業の健全発達 

❹ 地域福祉活動への住民参加の促進 

❺ 重層的支援体制整備事業の実施 

❶ 福祉の各分野における共通的取組 

➋ 市町村支援の基本的方針 

➌ 福祉事業の従事者確保と資質向上 

❹ 社会福祉事業の基盤整備 

❺ 重層的支援体制整備事業の支援 

令和４年 

策定状況 
道内113市町村（63.1%）が策定済み 道計画は平成29年度に策定済み 

７ 
 

北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

＊ 市町村計画と都道府県計画について 

 地域福祉の推進に関する市町村計画と都道府県計画は、いずれも社会福祉法に

規定されているものであり、現行法上の位置付けは下表のとおりである。 



 

 

 

 

 

取組例  

(１) 就労や活躍の場の確保等を目的とした福祉以外の様々な分野との連携 

(２) 各福祉分野のうち、特に重点的に取り組む分野に関する事項 

(３) 制度の狭間の課題への対応のあり方 

(４) 生活困窮者のような各分野横断的に関係する者に対応できる体制 

(５) 共生型サービス等の分野横断的な福祉サービス等の展開 

(６) 居住に課題を抱える者への横断的な支援のあり方 

(７) 就労に困難を抱える者への横断的な支援のあり方 

(８) 自殺対策の効果的な展開も視野に入れた支援のあり方 

(９) 市民後見人等の育成や活動支援など、権利擁護のあり方 

(10) 高齢者や障害者、児童に対する虐待への統一的な対応や支援のあり方 

(11) 保健医療・福祉等を必要とする犯罪をした者等への社会復帰支援のあり方 

(12) 地域住民等が集う拠点の整備や既存施設等の活用 

(13) 地域住民等が主体的に生活課題の解決に取り組むことができる地域づくり 

(14) 官民連携の促進や地域福祉への関心の喚起に向けた寄附や共同募金等の推進 

(15) 地域づくりに資する事業を一体的に実施するための補助金を活用した連携体制 

(16) 全庁的な体制整備 

８ 
 

北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

＊ 国による計画策定ガイドライン（法定５項目の詳細） 

１ 高齢・障がい・児童その他の福祉に共通して取り組むべき事項 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組例  

(1) 市町村に対する支援 

(2) 市町村が実施する広域事業に対する支援 

(3) 都道府県管内の福祉サービスに関する情報収集、情報システムの構築 

取組例  

(1) 福祉従事者を確保するための養成研修 

(2) 福祉従事者の知識・技術向上のための研修 

取組例  

(1) 社会福祉法人や民間事業者等への適切な運営に関する指導・助言等 

(2) サービスの質の評価等の実施方策 

(3) 広域的事業や専門性が高い事業に関する情報提供、相談体制の確保 

(4) 成年後見制度や日常生活自立支援事業、苦情解決制度等に関する実施体制の確保 

取組例  

(1) 単独の市町村では解決が難しい地域生活課題に対する支援体制の構築 

(2) 都道府県域で推進していく独自施策の企画・立案 

(3) 住民主体の地域づくりを進めるための人材育成等に関する市町村への技術的助言 

(4) その他必要な事項 

９ 
 

北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

２ 市町村の地域福祉推進を支援するための基本的方針に関する事項 

３ 社会福祉事業の従事者確保と資質向上に関する事項 

４ サービスの利用促進、社会福祉事業の健全発達のための基盤整備に関する事項 

５ 市町村における包括的な支援体制の整備支援に関する事項 
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北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

＊ 市町村計画の策定状況（令和４年度時点） 

 全国的に80%超が策定済みとなっている中、道内市町村においては、ノウハ

ウの不足や策定体制の確保が困難であることなどにより、他の都府県に比べて

策定率が低い状況にある。 

１ 都道府県別・市町村計画の策定状況 
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(%) 

全国平均 
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［平均］ 
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北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

 道内市町村の策定率について、振興局ごとに見ると地域差が顕著であり、胆

振や十勝管内が90%を超えている一方、留萌・空知・釧路管内は20～30%台とな

っている。 

2 
 

振興局別・市町村計画の策定状況（Ａ 策定率の比較） 

40.0

37.5

100.0

66.7

50.0

25.0

82.6

71.4

54.5

42.9

90.9

65.0

87.5

29.2
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⑭根室

⑬釧路
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⑧上川

⑦檜山

⑥渡島

⑤日高

④胆振

③後志

②石狩

①空知
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北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

３ 
 

振興局別・市町村計画の策定状況（Ｂ 未策定の理由） 

札幌市

江別市

千歳市

恵庭市

北広島市

石狩市

当別町新篠津村

函館市
北斗市

松前町福島町

知内町

木古内町

七飯町

鹿部町
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奥尻町

今金町
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小樽市

島牧村

寿都町

黒松内町

蘭越町 ニセコ町

真狩村
留寿都村

喜茂別町

京極町

倶知安町
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岩内町

泊村

神恵内村

積丹町

古平町

仁木町

余市町

赤井川村
夕張市

岩見沢市

美唄市

芦別市

赤平市

三笠市

滝川市

砂川市歌志内市

深川市

南幌町

奈井江町
上砂川町

由仁町
長沼町

栗山町

月形町

浦臼町

新十津川町

妹背牛町

秩父別町

雨竜町
北竜町

沼田町

旭川市

士別市

名寄市

富良野市

鷹栖町

東神楽町

当麻町

比布町
愛別町
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美瑛町

上富良野町

中富良野町
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占冠村
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美深町
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幌加内町

留萌市
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稚内市
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湧別町
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西興部村
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室蘭市
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登別市

伊達市

豊浦町
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厚真町

洞爺湖町

安平町

むかわ町

日高町

平取町

新冠町

浦河町

様似町

えりも町

新ひだか町

帯広市

音更町

士幌町

上士幌町

鹿追町

新得町

清水町

芽室町

中札内村
更別村

大樹町

広尾町

幕別町

池田町

豊頃町

本別町

足寄町

陸別町

浦幌町

釧路市
釧路町

厚岸町

浜中町

標茶町

弟子屈町

鶴居村

白糠町

根室市

別海町

中標津町

標津町

羅臼町
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ｅ．その他

ｄ．他の計画で同じ内容を定めている

ｃ．策定の必要性が感じられない

ｂ．策定が必須ではない（努力義務に留まる）

ａ．計画策定に係る人材やノウハウ等の不足

（令和４年度時点） 

未策定の理由 
 

※ 未策定市町村66のうち策定の予

定があるとした11を除いた状況。

複数回答可。 

(回答数) 
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北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

＊ 共生社会の実現に向けた地域における相互扶助の仕組みづくり 

 道では、高齢者や障がいのある方、子どもなどが地域住民とともに集い、互い

に支え合う交流の場・仕組みとして「共生型地域福祉拠点」の取組を促進してお

り、令和３年度時点で179市町村に389の拠点が設置されている。 

拠点の指定要件 

１ 住民の集いの場 

…多世代・多様な 

住民の交流する場 

３ 支え合いの取組 

…自然と支えられ、 

 支え手ともなる取組 

２ 人が集うための取組 

…幅広い住民の参加 
 を促す仕掛け 

設置状況の推移 
取組 

例 
【当別町】(社福)ゆうゆう 
「共生型コミュニティ農園」の取組 

取組 

例 
【江別市】(社福)日本介護事業団 
「生涯活躍のまち拠点地域」の取組 

(市町村) (拠点数) 
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北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

＊ 多様な支援ニーズに対応するための属性を問わない相談支援体制づくり 

 地域住民が抱える複合課題や制度の狭間にあるニーズへの対応を目的とした重

層的支援体制整備事業について、道内の一部市町村では、事業創設の平成28年か

らモデル事業を実施しており、以降も年々、実施市町村が増加しつつある。 

  
 
…属性や世代を問わず 

相談を受け止める 

Ⅰ 包括的相談支援  
 
…社会とのつながりを 

 作るための支援 

参加支援 Ⅱ  
 
…世代や属性を超えて 

 交流できる場の確保 

Ⅲ 地域づくり 
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岐
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県
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愛
知
県

㉓
三
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滋
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京
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大
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(実施市町村数) 

全国平均 

4.5カ所 

（Ｒ４時点） 

▶ 旭 川 市 ▶ 七 飯 町 

▶ 妹背牛町 ▶ 鷹 栖 町 

▶ 津 別 町 ▶ 厚 真 町 

▶ 音 更 町 ▶ 鹿 追 町 

▶ 広 尾 町 ▶ 幕 別 町 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 社会福祉法人 …………地域福祉 

２ 社会福祉法人 …………母子福祉 

３ 社会福祉法人 …………出所者支援 

４ 公益財団法人 …………社会福祉 

５ 社会福祉施設 …………児童福祉 

６ 相談支援センター ……自殺対策 

７ 相談支援センター ……ひきこもり支援 

８ 当事者支援団体 ………ひきこもり支援 

９ 特定非営利活動法人 …市民活動 

10 民間シェルター ………ＤＶ被害者支援 

11 民間シンクタンク ……人口減少対策 

12 市町村 …………………同事業の実施主体 

15 
 

北海道 保健福祉部 福祉局 地域福祉課 

＊ 孤独・孤立対策に関する関係団体との連携強化や支援情報の発信 

 孤独・孤立の問題は、人生のあらゆる段階で誰にでも起こり得るものであるこ

とから、社会全体で対応していく必要があるとして、令和３年度、国において「重

点計画」が策定され、これに基づく施策の総合的な実施が図られている。  
 道においては、孤独・孤立対策として総合的に行う施策はなく、関係団体との

連携のあり方や活用可能な支援制度の整理が十分ではなかったことなどから、令

和４年度に「地方版孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム推進事業」を開始。 

１ プラットフォーム設置に向けて ２ 情報発信の取組 
★庁内関係課や孤独・孤立対策に関わりのある

法人・団体等からなる「設立準備会」を開催。 

こ
れ
ま
で
の
成
果
を
踏
ま
え
、 

今
年
度
中
の
設
置
を
目
指
す
。 

★孤独・孤立への支援を行う団体に登録を呼びか
け、SNSを活用したICTツール「北海道支援情報ナ
ビ」の内容充実と普及展開を後押し。 

※ 10道府県で実施 


